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本研究では、2011 年東北地方太平洋沖地震発生後に千葉県浦安市を対象とした広域的かつ継続的な水準測量を実施し、

沖積粘性土の沈下現象の実態把握を目的とした。その結果、今回の地震に伴う長期的な沈下の発生を確認した。第一期

埋立て地(1968～1975 年）における地震後の沈下速度は 6mm/年であり、地震前の埋立てによる圧密沈下速度の 2 倍以

上であった。一方で、第二期埋立て地(1978～1980 年）の沈下挙動は、埋立て年代や地盤改良履歴の有無によって異な

ることが明らかになった。さらに、浦安市北部の沖積低地(自然地盤）において、地震後の沈下は確認されなかった。 

 
 

The aim of the study reported in this paper is to reveal the long-term settlement of a Holocene clay ground after 

the 2011 off the Pacific coast of Tohoku earthquake. The results are a chronological record of changes in settlement 

of first-order benchmarks and survey points showing that long-term ground settlement was taking place due to the 

earthquake. In Phase I reclaimed land, the settlement rate is shown to be approximately 6 mm/year, more than 

twice the rate of the settlement before the earthquake. In Phase II reclaimed land, the settlement behavior is found 

to differ according to whether the reclaimed land had been improved or not. Furthermore, the natural alluvial 

lowland has not settled since the earthquake. 

 

 

 

1.はじめに 

 

過去の地震被害の事例には、軟弱な粘土層が存在

したために地震後に継続的な沈下が発生した、ある

いは地震前に生じていた圧密沈下が地震後に一層加

速したと言われるものがある。例えば、1957 年メキ

シコ地震 1)が代表的な事例として挙げられる。この

事例では、未圧密状態にあった高含水状態(含水比

300～400%)の火山灰質粘性土の沈下勾配が地震後

に大きくなったと報告されている。同様の事例は日

本国内でも確認されており、1978 年宮城県沖地震

2)、1995 年兵庫県南部地震 3)、2007 年中越沖地震 4)

において、粘性土に起因する地震後の地盤沈下が指

摘されてきた。 
このような沈下現象は既往の遠心模型実験 5),6)や

数値計算 7)においても確認されている。そのメカニ

ズムは、地盤に繰り返しせん断力が作用したときに

粘性土内の過剰間隙水圧が上昇し、その水圧が地震

後に消散する過程で体積変化が生じると説明されて

いる。砂質土の場合も同様のメカニズムによって体

積変化(液状化後の即時沈下)を生じるが、粘性土の

場合はその透水性の低さから、数か月～数年に亘る

長期的な沈下となる 2)。このような現象は、地震発

生直後にのみ実施される一般的な被害調査だけでは、

その実態を把握できないことを意味している。また、

既往の報告事例 2),8)はいずれもピンポイントでの観

測記録であり、軟弱な粘土層が広く分布する地域全

体における地震後の沈下傾向を継続的に計測した取

り組みは過去に例がない。 
そこで著者らは、地震後における粘性土の長期沈

下現象の実態把握を目的とした広域的・継続的な水

準測量を実施した。対象は 2011 年東北地方太平洋

沖地震発生後の千葉県浦安市とし、2011 年 4 月か

ら 2013 年 4 月の期間に 6 回の実測を行った。本報

では実測結果および、確認された現象の傾向を報告

する。 
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2.千葉県浦安市の地盤 

 

2.1 地形分類 

図－1に千葉県浦安市の地形分類図 9)を示す。同

図には代表的なボーリング地点 10)を加筆した。浦安

市の南部は海中の砂を用いた埋立て事業により造成

された地域であり、市総面積の 3/4 を埋立て造成地

が占めている。埋立ては二期に分けて行われ、第Ⅰ

期の地区は 1968～1975 年に、第Ⅱ期の地区は 1978
～1980 年に造成された 11)。地層構成は、上位より

埋土、沖積砂質土(N 値 2～20 程度)、沖積粘性土(N
値 0～5 程度)、洪積砂質土(N 値 50 以上)となってお

り、洪積砂質土層の上位に腐植土が堆積している箇

所も一部ある 10),12)。 

 

2.2 地下構造と土質工学的性質 
図－2に浦安市の埋立て造成履歴と推定地層断面

図を示す。断面図は浦安市内で実施された地盤調査

結果 10),12)に基づいて作成した。図中のボーリング番

号は図－1に示した地点番号と対応している。本報

では、N 値が 3 以下の沖積粘性土層を地震後に長期

的な沈下を生じ得る軟弱な粘性土層と見なし、これ

を Ac 層と定義して図－2に記した。同様に、N 値が

50 以上の洪積砂質土層を Ds 層、地表面付近の埋土、

沖積砂質土層を Fill/As 層と定義した。浦安市の地

下構造には深い埋没谷や波食台があり、T.P.-20m 以

深の構造は複雑な形状となっている。Ac 層の厚さは

地域ごとで大きく異なり、断面 A-A’で層厚 25～
40m、断面 B-B’で層厚 10～30m 程度堆積してい

る。断面 B-B’では、南東側ほど Ac 層が厚く堆積

している傾向が見られる。 
浦安市南東部における新市街地の建設にあたっ

ては当初より、埋立てによる圧密沈下が懸念されて

いた。既往の報告書 13)には、第Ⅱ期埋立て地区の東

側において、プレローディング(PL)工法とサンドド

レーン(SD)工法による圧密促進が図られたと記録

されている。また、当時の液状化判定結果によると、

深度 8～15m間(自然堆積層)で液状化安全率FLが 1
未満となる地点が多く、液状化対策が必要であると

判断された。その際、液状化が懸念される道路計画

部における液状化対策工法として、適用性・経済性

からサンドコンパクションパイル(SCP)工法が選定

された。SCP 工法の施工範囲は不明であったため、

図－2の地層断面図上には、SD 工法による改良範囲

と PL 工法の載荷盛土高を加筆した。 
 

図－1 地形分類とボーリング位置図 

図－2 埋立て造成履歴と推定地層断面図 
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表－1に Ac 層の物理特性 14)を、図－3に同層の粒

度分布 14)を示す。試料のサンプリング地点と深度は

図－1に示した地点名(X～Z)と対応している。物理

特性と粒度分布はサンプリング地点・深度毎にバラ

ついているが、高い液性限界を示し、多くの細粒分

を含む点は全てに共通している。地盤工学会基準 15)

に基づいて工学的に分類すると、Ac 層は高含水比粘

性土(CH)、または高含水比シルト(HM)となる。 
図－4は図－1上の地点 X～Z における Ac 層の圧

密降伏応力と鉛直有効土被り圧の深度方向分布であ

る。X地点は沖積低地(自然地盤) 内に位置しており、

Ac 層の過圧密比は 1.0～2.7 である。Y 地点は埋立

て地内に位置しており、Ac 層の過圧密比は 1.5～2.4
である。Z 地点は Y 地点と同様に埋立て地内に位置

しているが、過圧密比の分布は G.L.-30ｍを境に異 
 

なり、G.L.-30m 以浅では若干の過圧密状態、G.L.-30
以深ではほぼ正規圧密状態であることが読み取れる。

ボーリングコア試料の肉眼観察 16)によると、Ac 層
の土色は灰褐色、または暗灰色で少量の貝殻を含む

と記されている。すなわち、Ac 層は海成粘性土と推

察される。 
 

3.水準測量の概要 

 

3.1 測線と測点 

本計測で設定した測線、測点 A1～A10，B1～B11，
および千葉県が管理する水準点 U1，U3A，U14，
U16 の位置を図－5に示す 10)。なお、水準点直下の

ボーリングデータは存在しないため、水準点位置の

正確な地盤情報は不明であることに留意されたい。

測線は北部の沖積低地から南部の埋立て地を縦断す

るように 2 本設定した。このような配置とした理由

は、地震後に生じる長期沈下と埋立て造成履歴との

関係性を考察するためである。測線 A は舞浜～千鳥

を結ぶ全長 3km の測線である。測線 B は東西線浦

安駅を始点とし、北栄・猫実～日の出・明海を結ぶ

全長 5km の測線である。 
測点はいずれも改修、移設、消失、および局所的

な沈下の恐れが少ないものを選び、測線 A には 10
箇所、測線 B には 11 箇所の測点を設けた。測点の

設置間隔は 150～800m である。測点の一例を写真

－1、写真－2に示す。測点 A2 は街灯の基礎、測点

B4 は歩道の金属鋲に設定したものである。 
水準測量の基準点(不動点)は地盤変動の影響を避

けるために支持杭構造物の壁面、あるいは高架橋の

図－3 Ac 層の粒径加積曲線 
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図－4 圧密降伏応力の深度方向分布 図－5 測線・測点・水準点の位置図 
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橋脚に設定した。なお、基準点を設定した構造物の

基礎形式は、既往の報告書 13)に基づいて判断した。 
 

3.2 測量手順 
測量手順は下記のとおりである。 

(1) 基準点(既知標高)のレベルを読み取る(写真－3)。 
(2) 基準点のレベルを測点近傍まで中継する。中継

点(写真－4)の間隔は 30～40m 程度である。 
(3) 基準点と測点のレベル差を読み取り(写真－5)、

測点の標高を計算する。 
本計測では、観測精度を管理するために 3～4 測

点を結ぶ路線をひとつの水準路線とした往復観測を

実施した。公共測量作業既定 17)によると、各水準路

線での許容閉合差は以下の式で定義されている。 
ܥ ൌ ݉√ܵ (1)

ここに、ܥは閉合差(mm)、݉は定数、ܵは路線長

(km)である。本計測では、1 級水準測量と同等の観

測精度を保つために、定数݉の値を 2.5 とした。 
ܥ ൌ 2.5√ܵ (2)

各水準路線の路線長は 0.3～1.4km であり、これ

を式(2)に代入すると許容閉合差は 1.3～2.9mm と

なる。本計測ではこれを満足するように観測精度を

管理した。 

計測では毎回同じ測点と基準点を利用し、測線近

傍の水準点に対しても鉛直変位の計測を実施した。

計測は 2011 年 4 月より開始し、2013 年 4 月現在ま

でに初期値計測を含めて 6 回実施した。 
 

4.測量結果と分析 

 

4.1 地震前後の沈下傾向の比較 
図－6に 2003 年 1 月を基準日とした各水準点の

沈下時刻歴 18)を示す。同図は地表面の鉛直変位を表

しており、地震前の埋立てに伴う圧密沈下 18)、地震

直後の即時沈下 18)、および地震後の長期的な沈下を

まとめて整理・図化したものである。ここでは地震

写真－1 測点 A2: 街灯の基礎 

写真－2 測点 B4: 歩道の金属鋲 

写真－3 基準点のレベル計測 

写真－4 中継点の設置 

写真－5 測点のレベル計測 
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前後の沈下を最小二乗法によって直線近似し、図中

にはその勾配(沈下速度)を記した。 
まず、地震直後の即時沈下に着目すると、その沈

下量は沖積低地近傍の水準点 U1 と U3A で 50mm
程度、埋立て地内の水準点 U14 と U16 で 120～
150mm 程度であった。即時沈下の要因としては地

殻変動や液状化が考えられるが、今回の調査対象領

域の中で地殻変動による沈下に大きな差が出るとは

考えにくい。また、地震直後の災害調査 19)によると、

液状化が確認されたのは埋立て地のみであった。し

たがって、地震直後の即時沈下量の差は地盤の液状

化に起因するものと考えられる。 
次に、地震前後における沈下傾向の変化に着目す

る。図－6(a)、図－6(b)は、旧海岸線以北の沖積低

地に位置する水準点 U1 と U3A の鉛直変位である。

沖積低地では地震前後共に、継続的な沈下が生じて

いなかったことが読み取れる。一方で、図－6(c)、

図－6(d)に着目すると、第Ⅰ期埋立て地内に位置す

る水準点 U14 と U16 の沈下は、地震後に単調な増

加を示している。この 2 点の沈下勾配はほぼ等しく

5.4～6.6mm/年であった。水準点 U14 では、埋立て

による圧密沈下は地震前にほぼ収束していたものの、

今回の地震に伴い再び沈下が始まったことがわかる。

また、水準点 U16 の沈下勾配は地震前後で約 2 倍と

なっており、今回の計測によって地震に伴う沈下速

度の増加が明らかになったといえる。 

なお、本計測結果は地表面の鉛直変位のみを計測

したものであり、沈下の加速のメカニズム解明には

至っていない。今回のケースは、地盤に地震による

繰り返しせん断力が作用することで沈下速度が増加

したものと考えられるが、実態の解明にはさらに詳

細な検討が必要である。 
 

4.2 地震後の沈下傾向 
測線に沿った全測点の計測時期ごとの沈下の変

遷を図－7、図－8に示す。なお、災害復旧工事の影

響を受けて大きく標高値が変動した時点(測点 A8，
A9，A10，および B8)のデータは除外している。図

－9は代表的な測点と水準点の沈下時刻歴である。

この時刻歴では鉛直変位のゼロ点を 2011 年 4 月に

実施した初期計測の値とした。北部の沖積低地での

計測結果である図－9(a)を見ると、沖積低地内の 3
点は地震後にほとんど変動していないことがわかる。

図－4に示したように、沖積低地の Ac 層の過圧密比

は埋立て地盤のものと比べて大きい。したがって、

沖積低地において今回の地震に伴う Ac 層の顕著な

沈下は生じなかったと推測される。対照的に、第Ⅰ

期埋立て地内での計測結果である図－9(b)には今回

の地震に伴う沈下現象が表れている。図－9(c)～(e)

は測点 B6～B11 の計測結果である。これらの測点

は全て第Ⅱ期埋立て地内に位置しているが、その挙

動は地区毎に大きく異なる。前述したように、第Ⅱ

期埋立て地区の東側では、PL 工法と SD 工法を用い
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て圧密促進が図られた記録がある。図－8に示した

ように測点 B9 と B10 は両工法によって地盤改良さ

れた領域に位置していることから、第Ⅱ期埋立て地

内で最も沈下量が小さかったと考えられる。一方で

測点 B11 は未改良の領域に位置しており、ここでは

顕著な沈下現象が生じる結果となった。PL 工法の

み施工された領域に位置する測点 B7 の沈下勾配は、

第Ⅰ期埋立て地内の測点 A7 の勾配とほぼ等しい結

果であった。以上の結果から、地震に伴う粘性土の

長期沈下現象は埋立て造成の有無、あるいは地盤改

良履歴の有無の影響を大きく受けることが指摘でき

る。 
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図－7 測線 A に沿った地震後の沈下の変遷 

図－8 測線 B に沿った地震後の沈下の変遷 

図－9 代表的な測点・水準点の沈下時刻暦 
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計測結果では、測点 B9，B10 の地震発生後 400
日未満の期間で地盤が若干隆起する挙動が確認され

た。その要因を特定するため、地盤沈下と地下水位

の季節的な変動の関係性 20)について調査した。しか

しながら、地下水位の変動が計測結果に及ぼした影

響は小さく、地盤膨張の要因の特定には至らなかっ

た。沈下／隆起のメカニズムの詳細な分析は今後の

課題である。 
 

5.まとめ 

 
沖積粘性土が厚く堆積する千葉県浦安市を対象

とした水準測量を行い、2011 年東北地方太平洋沖地

震後に発生した地表面沈下を実測した。測線は北部

の沖積低地から南部の埋立て地を縦断する 2 測線を

設定し、2011 年 4 月から 2013 年 4 月の 2 年間にわ

たって計 6 回実測した。その結果、以下の結論を得

た。 
(1) 千葉県浦安市では、地震後に広範囲にわたる継

続的な沈下が生じている。この沈下は南部の埋

立て地で観測され、北部の沖積低地では観測さ

れなかった。 
(2) 地震に伴う沖積粘性土の長期沈下は線形的で

あり、第Ⅰ期埋立て地における沈下勾配は約

6mm/年であった。地震前後の沈下勾配を比較

したところ、その勾配は 2倍以上となっており、

地震に伴う沈下速度の増加が明らかになった。 
(3) 埋立て地における地震後の沈下挙動は地盤改

良履歴の有無の影響を大きく受ける。過去にプ

レローディング工法とサンドドレーン工法の

両方が施工された地区における沈下量は相対

的に小さく、未改良地区では著しい沈下が確認

された。 
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